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【あらまし】

①Xは H18.9 に Y 社常務執行役員の任を解かれ、

調理部顧問に配属された後、H20.1.17 に Y 社の

定年(満 60 歳)に達した。

②Xは同年2月以降も従前どおりの労務の提供を

続けたが、Y社は Xの給与を同年 4月分以降から

引き下げた。

③Y 社は、H20.10.22、X に対し同月 31 日付で顧

問契約を解除する旨の通知を行った。

④そこで、Xは Y社に対し、上記解雇が無効であ

るとして労働契約上の権利を有する地位にある

ことの確認、および違法解雇等を理由とする不法

行為に基づく 330 万円の損害賠償を求めて本訴

を提起した。

【結果】

本件顧問契約の法的性質については「労働契約」

と解し、同労働契約について、Y 社において 60

歳を超えて雇用される者が多数いたこと、Xの給

与の引下げが定年に達した 2 か月後に行われた

こと、Y 社代表取締役が X に対し 65 歳になるま

で使用することを考慮している旨を伝えたこと

等よりすれば、少なくとも 60 歳を超えて雇用を

継続する旨の合意があったとした上で、本件解雇

には客観的合理的理由がないとして、Xが労働契

約上の地位を有することを確認するとともに違

法解雇等を理由とする 44 万円の損害賠償を認め

た。

【要点】

①Xが調理部顧問に配属されるにあたって、退職

の意向を示したとか退職の合意をしたことをう

かがわせる事情は何もなく、退職金が支払われた

という事情もないので、Xを調理部顧問に配属さ

せたのも、従来の労働契約に基づくものというべ

わたくしたちは、“ヒト”に関する重要課題の提言を通じて、皆様方の経営をご支援申し上げています！
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ＰＯＩＮＴ 就業規則で定年を定めておきながら、その後も雇用を継続する旨の個別合意は認定されるか

きである。

②Xの職務の性質に加え、平成 20年 3月 31日当時、

Y 社には定年である 60 歳を超えて雇用される者が

多数いたこと、Xの給与が 42 万から 30 万に引き下

げられたのは、X が定年に達した平成 20 年 2 月で

はなく、同年 4 月分の給与からであることに加え、

Y 社の代表が X に 65 歳になるまで使用することを

考慮している旨を伝えていたことに照らすと、上記

労働契約は少なくとも 60 歳の定年後も X の雇用を

継続する旨の合意がされていたというべきである。

③平成 20 年 10 月 31 日付けの Y 社の解雇通知は客

観的に合理的な理由があったものとは認めがたく、

これは解雇権の濫用として無効というべきである。

【解説】

「定年制」とは、労働者が一定の年齢に達したと

きに労働契約が終了する制度のことをいいます

が、この定年制は一般的に合理性を有するものと

されています。今回は定年が 60 歳でその後も引

き続き、労務の提供がなされ、それに対し、賃金

が支払われていましたので、定年後においても X

と Y 社間で労働契約が存在していたことは明ら

かですが、それが定年により再度雇用契約が締結

されたのか、あるには定年前後で労働契約が存在

しているものであるのかが問題となりました。

【アドバイス】

定年後再雇用制度を導入している会社は、定年に

達する前に、定年後も引き続き労働の意思がある

か、勤務日数や勤務時間など、働き方に対して要

望があるか等を面談等でﾋｱﾘﾝｸﾞした上で、新たな

雇用契約を締結する必要があります。就業規則に

則った手続きを踏まずに定年後も雇用した場合、

同条件で継続したものとみなされ、定年前の賃金

の支払い義務が生じますので注意が必要です。
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このレポートは，実際の事例をも

とに，何が紛争のポイントなの

か？また紛争を事前に防ぐため

の事業主としてすべきことなど

を簡潔にまとめました。是非参考

になさって下さい。


